30　議員３０
　平成１６年度

(1)　調査研究費　59,630円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	交通費
	59,630
	　


ウ　調査結果

　　　　詳細不明で資料がないが、本件監査基準により１２万円の範囲内であるので、適正な支出と認められる。

　(2)　広報費　985,385円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	印刷費
	739,735
	　

	送料
	245,650
	　


ウ　調査結果

1． 　印刷費739,735円については、広報紙として「府政○○れぽーと」８ページもの10,000部を発行しており、平成１６年１１月１５日に納入され、印刷代1,479,470円が発生し、これを支払い、その1/2を計上していることが認められ、適正な支出と認められる。

2． 　12/10の送料についてはこれを裏付ける資料がないが、平成１７年１２月に発行した分は24,000部でそのうち14,000部を単価15円でポスティングしている資料があるので、この割合で1/2の5,000部を単価15円でポスティングしたとすると75,000円の費用が発生し、その1/2に当る37,500円を要したものと認められるから、これを超える208,150円の支出は認められない。

(3) 事務所費　1,054,426円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	家賃
	720,000
	　

	光熱費
	334,426
	　


ウ　調査結果

　　　　平成１６年、１７年当時は現在のビルの２Ｆを賃料月額50,000円、共益費10,000円、電気代別途で賃借していたとのことで、後援会事務所との兼用はない。再発行を受けた領収証によると、家賃、光熱費とも適正な支出と認められる。

　(4)　事務費　　1,285,299円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	コピー機リース料
	453,600
	　

	備品購入代・事務用品費
	831,699
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ．　コピー機リース料453,600円は提出された通帳のコピーにより適正な支出と認められる。

　　　ﾛ．　備品購入代、事務用品費のうち、通帳で支出が確認される携帯電話代123,151円は1/4の限度の30,787円は適正と認め、その余の92,364円は目的外支出である。

ﾊ．　 インターネット代は通帳で支出が確認できる42,934円の限度で適正と認める。

ﾆ．　831,699円のうちﾛ．ﾊ．を除く665,614円は詳細不明であるので、本件監査基準により12万円を超える545,614円が目的外支出と認める。

(5)　人件費　1,800,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務所全般のルーチン処理業務および政策関連調査補助業務
	1,800,000
	　


ウ　調査結果

　　　　１名を雇用しており、平成１７年３月３１日付で１年分3,000,000円の一括領収証が提出されているが、第三者であり、1/2に按分されていて、支出が認められないとまでは言えない。

　(6)　小括

　　広報費のうち208,150円、事務費のうち637,978円の合計846,128円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　502,359円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	交通費
	502,359
	　


ウ　調査結果

　　　　詳細不明であるので、本件監査基準により１２万円を超える382,359円が目的外支出である。

　(2)　広報費　　1,624,310円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	印刷費
	1,378,660
	　

	送料
	245,650
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ．　印刷費は府会○○れぽーと24,000部の発行費であり、請求書から適正な支出と認められる。

　　　ﾛ．　送料245,650円については、上記印刷費の中にポスティング費用210,000円が含まれていて、この詳細が不明であり、領収証がないので、全額目的外支出と認めざるをえない。

（３）事務所費　816,000円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	家賃
	720,000
	　

	光熱費
	96,000
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ．　家賃は平成１６年度同様適正な支出と認められる。

　　　ﾛ．　光熱費（電気代）は領収証によると平成１７年４月から１ヶ月8,000円の定額となっており、平成１６年度と比べて不自然ではあるが、減額となっているので、適正と認められる。　

(4) 事務費　854,776円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	コピー機リース料
	453,600
	　

	備品購入代・事務用品費
	401,176
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ．　コピー機リース料は平成１６年度と同様適正な支出と認められる。

　　　ﾛ．　備品購入代・事務用品費401,178円のうち、通帳コピーで確認できるコピー代87,484円は適正な支出と認められる。

　　　ﾊ．　携帯電話代156,771円は1/4の39,192円は適正と認め、その余の117,579円は目的外支出である。

　　　ﾆ．　401,176円のうちﾛ．ﾊの244,255円を除く156,921円は詳細不明であるので、12万円を超える36,921円は目的外支出と認める。  　

(5) 人件費　1,500,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務所全般のルーチン処理業務および政策関連調査補助業務
	1,500,000
	　


ウ　調査結果

　　　　平成１８年１月３１日で領収証が提出された3,000,000円を1/2で按分しており、適正な支出と認められる。

(6)　小括

　　　調査研究費のうち382,359円、広報費のうち245,650円、事務費のうち154,500円の合計782,509円が目的外支出である。

31　議員３１
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　154,669円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管内調査旅費5/23
	25,092
	

	交通問題調査活動8/21
	12,000
	

	無形文化財調査9/18
	20,000
	

	街づくり調査研究2/20
	97,577
	


ウ　調査結果

　　　　管内調査旅費は議員の故郷へ行ったもので、民営国民宿舎に宿泊することが府政としての街づくりとどのように結びつくのか不明であり、目的外支出と認められる。交通問題調査活動は、歩道橋設置を要望する地元の人達と地元ホテルで会食をした費用であり、政務調査のためとは認めがたい。目的外支出である。無形文化財調査とは、議員の地元の保存会の人達と会食をしているが、支出額2万円は同保存会の年会費との説明であり、年会費は政務調査の目的外支出である。街づくり調査研究は、府や市のOBも参加して地元の交通問題について話し合ったとのことであるが、飲食店2階でどのような内容について調査研究したのか合理的な説明がなく、また、議員が参加者14名の飲食費を支出する形態からしても調査研究とは馴染みにくく、政務調査目的の支出とは認めがたい。

　(2)　広報費　105,000円

ア　請求人の主張

　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	府政だより印刷代
	105,000
	　


ウ　調査結果

　　　　広報誌として、「○○府政だより」B4版両面印刷のものを、年2回程、1万～1万2千部発行している。配布は友人や市議が分担して支持者に各戸配布している。適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費　2,243,817円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	900,000
	                       

	ﾘｰｽ代(車)　
	759,780
	

	駐車代
	204,000
	

	ガソリン代
	108,702
	

	タクシー代
	15,120
	

	その他諸費等
	136,715
	

	高速道路代
	71,500
	

	Kｶｰﾄﾞ代
	48,000
	


ウ　調査結果

　　　　事務所は民間からの賃貸で、後援会活動はしていない。賃料は月75,000円であり、契約書及び領収書もあり、適正な支出である。リース車は事務所で使っているとのことであるが、本件監査基準により1/2を超える379,890円は目的外支出である。駐車場代は事務所近くに1台分借りており、議員及び来客兼用で1/2で按分し、102,000円は目的外支出と認められる。ガソリン代は、1/4を超える81,526円を目的外支出と認める。タクシー代・高速道路代・Kカード代は、使途の詳細が不明で政務調査との関連性が特定できないため、合計が年間12万円の範囲内で適正と認められ、これを超える14,620円は目的外支出である。その他諸費等136,715円は詳細不明のため、本件監査基準に照らし年間12万円の限度で適正と認め、これを超える16,715円は目的外支出と認める。

　(4)　事務費　1,587,386円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	ｺﾋﾟｰ機ﾘｰｽ代
	264,600
	

	通信費(電話・FAX 代)
	489,427
	

	光熱水費
	168,952
	

	事務費等その他
	664,407
	


ウ　調査結果

　　　　コピー機リース代は適正と認められる。通信費のうち、添付の領収書によれば事務所の固定電話代が64,141円で、携帯電話代が114,994円であって、合計は179,135円である。FAXは電話代として請求されるもので、調査書記載の通信費(電話・FAX代)489,427円は、179,135円を超える310,292円の部分につき資料がなく、目的外支出と認められる。さらに、資料の添付されている携帯電話代114,994円は按分が必要であって、本件監査基準に照らし1/4を超えた86,245円は目的外支出と認める。よって、通信費のうち、396,537円が目的外支出と認められる。光熱水費は適正と認められる。事務費等その他は、内容が不明であり、本件監査基準に照らし年間12万円の限度で適正と認め、これを超える544,407円は目的外支出と認められる。

　(5)　人件費　760,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員雇用経費(年間)
	760,000
	　


ウ　調査結果

　　事務職員1人の給与であり、後援会活動を行っていないことを考慮すれば、適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　 調査研究費のうち、154,669円、事務所費のうち、594,751円、事務費のうち、940,944円の合計1,690,364円が目的外支出である。

　平成１7年度

　(1)　調査研究費　158,910円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査・懇談5/8
	11,900
	

	調査・懇談6/3
	20,990
	

	管外調査6/11
	35,435
	

	管外調査6/18
	22,800
	

	調査・懇談6/25
	25,500
	

	管外調査7/23
	24,285
	

	調査・懇談8/4
	18,000
	


ウ　調査結果

　　　　調査・懇談5/8は、飲食店で密集地対策につき店長・町会長の三人で飲食歓談したもの、同6/3は飲食店で商店会振興策について商店会会長ら5人と飲食歓談したもの、同6/25は飲食店でヒートアイランド対策について市会議員や○○市の職員と飲食歓談したもの、同8/4は箕面山荘で宿泊し、○○会(昭和22～23年生)のメンバーと自分たち団塊の世代の生き方につき懇談したもので、いずれも政務調査と認めがたく目的外支出である。

管外調査6/11は千代田区のポイ捨て禁止条例の効果を視察しに東京へ行ったものであるが、調査研究とは言い難く目的外支出である。同6/18は、将来の街づくりのために震災に強い町のパビリオンを見て、国会議員と懇談したもので、これも調査研究とは言い難く、目的外支出である。同7/23は、○○祭を見に観光で行ったもので、明らかに目的外支出である。

　(2)　広報費　0円

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	
	0
	　


　(3)　事務所費　2,427,205円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	900,000
	                       

	ﾘｰｽ代(車)　
	759,780
	

	駐車代
	204,000
	

	ﾀｸｼｰ･ｶﾞｿﾘﾝ代
	147,522
	

	高速道路代
	20,150
	

	Kｶｰﾄﾞ代
	52,000
	

	その他諸費等
	343,753
	


ウ　調査結果

　　　　前年度同様、賃貸料は、適正な支出である。リース代（車）は1/2を超える379,890円は目的外支出である。駐車場代は1/2で按分し、102,000円は目的外支出と認められる。本年度はガソリン代は別に分けられていないため、ガソリン代も含め、タクシー代・高速道路代・Kカード代合計のうち、本件監査基準に照らし年間12万円の範囲内で適正と認め、これを超える99,672円は目的外支出である。その他諸費等343,753円も詳細不明のため、本件監査基準に照らし年間12万円の限度で適正と認め、これを超える223,753円は目的外支出と認める。

　(4)　事務費　1,181,031円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	ｺﾋﾟｰ機ﾘｰｽ代
	264,600
	

	通信費(電話・FAX 代)
	414,603
	

	光熱水費
	287,926
	

	その他・雑費等
	213,902
	


ウ　調査結果

　　　　コピー機リース代は適正と認められる。通信費のうち、添付の領収書によれば事務所の固定電話代が108,076円で、携帯電話代が84,043円であって、合計は192,119円である。FAXは電話代として請求されるもので、調査書記載の通信費(電話・FAX代)414,603円は、192,119円を超える222,484円の部分につき資料がなく、目的外支出と認められる。さらに、資料の添付されている携帯電話代84,043円は按分が必要であって、本件監査基準に照らし1/4を超えた63,032円は目的外支出と認める。よって、通信費のうち、285,516円が目的外支出と認められる。光熱水費は適正と認められる。事務費等その他は、内容が不明であり、本件監査基準に照らし年間12万円の限度で適正と認め、これを超える93,902円は目的外支出と認められる。

　(5)　人件費　840,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員雇用経費(年間)
	840,000
	　


ウ　調査結果

　　前年度と変化なく、適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　 調査研究費のうち、158,910円、事務所費のうち、805,315円、事務費のうち、379,418円の合計1,343,643円が目的外支出である。

32　議員３２

　平成１６年度

　(1)　調査研究費   260,350円 　

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	行財政調査研究交通費　５／２１
	56,600
	阪神高速通行回数券

	　　〃　　５／２８
	5,700
	　　〃

	　　〃　　８／１８
	56,600
	　　〃

	　　〃　　８／２４
	2,700
	駐車料金

	　　〃　　１１／１５
	56,600
	阪神高速通行回数券

	環境情報調査費　　１２／１３
	50,000
	かんきよう新聞購読及び視察費

	研究交通費　２／１４
	6,840
	タクシー代

	　　〃　　２／２８
	25,310
	阪神高速通行回数券


ウ　調査結果

　　　ｲ.　水資源に関心を持っており、環境情報調査費としてのかんきよう新聞購読費50,000円は適正な支出と認められる。

　　　ﾛ.　その他に交通費として計上されている210,350円は詳細不明であり、本件監査基準により120,000円の限度で適正であるが、その余の90,350円は目的外支出である。

　(2)　広報費　 131,517円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報誌掲載経費　５／２８
	29,767
	議会活動記事掲載代

	政策看板経費　９／１６
	36,750
	府政策啓蒙看板制作代

	議会活動報告経費　３／１４
	65,000
	報告書印刷代


ウ　調査結果

　　　ｲ.　議会活動記事掲載代は折込代であり、報告書印刷代とともに適正な支出と認められる。

　　　ﾛ.　看板代36,750円は、政務調査に必要性、関連性があるとは認められず、目的外支出である。

　(3)　事務所費 　 914,142円

ア　請求人の主張

　　　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経

費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	914,142
	　


ウ　調査結果

　　　　平成16年当時は堺市宿院のビルを賃料57,750円、共益費5,000円で賃借し、電気、ガス、水道代と合わせて支払っていた。後援会と兼用していたので1/2を超える457,071円は目的外使用である。

　(4)　事務費　  1,017,106円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費（切手、ハガキ、電子郵便、資料等送料）
	310,340
	　

	燃料費（ガソリン）
	484,596
	　

	事務用品（ＤＣアダプター）
	5,145
	　

	　　〃　　（コピー機部品）
	44,625
	　

	事務用品代
	10,000
	　

	車両修理代
	162,400
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　通信費のうち、電報代が73,200円に達しており、詳細不明で慶弔用と思われ、目的外支出である。

　　　ﾛ.　燃料費は私用にはほとんど乗らないとのことであるが、年間484,596円に達し、6万円を超える月もあり、全額政務調査費用とは到底認められず、本件監査基準により、1/4の121,149円の限度で適正であり、その余の363,447円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　事務用品は適正な支出と認められる。

　　　ﾆ.　本件監査基準により車両修理代162,400円は目的外支出である。

　(5)　人件費 　 2,880,000円

ア　請求人の主張

　　　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出である。

　　イ　使途内容
	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動、後援会活動）　Ｈ１６．４．１～Ｈ１７．３．３１
	2,880,000
	　


ウ　調査結果

　　　　事務員は２人で、１人は議員の子供で、月額２０万円、もう１人は臨時雇いで月額４万円支払っているとのことであり、源泉徴収票及び領収証が提出されているので、本件監査基準により、1/2の限度の1,440,000円は適正であるが、その余の1,440,000円は目的外支出である。

(6)　小括

　　　　調査研究費のうち90,350円、広報費のうち36,750円、事務所費のうち457,071円、事務費のうち599,047円、人件費のうち1,440,000円の合計2,623,218円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　  158,270円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。　

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	行財政調査研究交通費　４／２７
	12,000
	阪神高速通行回数券

	　　〃　　６／３０
	12,600
	　　〃

	　　〃　　　〃
	12,000
	　　〃

	　　〃　　９／１
	20,370
	　　〃

	　　〃　　１０／６
	17,520
	高速道路通行代、タクシー代

	　　〃　　１１／２２
	24,600
	　　〃

	　　〃　　　〃
	3,600
	　　〃

	　　〃　　２／９
	50,000
	かんきよう新聞購読費

	　
	5,580
	コンパスカード、タクシー代


ウ　調査結果

　　　ｲ.　平成16年度と同様かんきよう新聞購読費50,000円は適正な支出と認められる。

　　　ﾛ.　その他の交通費108,270円も本件監査基準に照らし１２万円の範囲内であり、適正な支出と認められる。

　(2)　広報費　  0円

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	　
	0
	　


　(3)　事務所費  　891,324円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	891,324
	　


ウ　調査結果

　　　　平成１６年度と同様891,324円の1/2を超える445,662円は目的外支出である。

　(4)　事務費  　1,165,952円

　ア　請求人の主張

　　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	燃料費（ガソリン）
	828,802
	　

	通信費、メール便、ハガキ購入
	266,170
	　

	リース料、ファックス、コピーリース代
	70,980
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　燃料費828,802円は平成16年度よりさらに高額で1ヵ月120,000円を超える月もあり、本件監査基準により、1/4を超える621,601円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　その余の支出は適正と認められる。

　(5)　人件費  　3,570,000円

ア　請求人の主張

　　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動、後援会活動）　Ｈ１７．４．１～Ｈ１８．３．３１
	3,120,000
	　

	補助員（政務調査活動、後援会活動）　Ｈ１７．４．１～Ｈ１８．３．３１
	450,000
	　


ウ　調査結果　　

　　　　3,120,000円は２名の人件費であり、源泉徴収票、領収証が提出されており、本件監査基準により、1/2の限度の1,560,000円は適正であるが、その余は目的外支出であり、450,000円については詳細不明であり、目的外支出と認められる。

（６）小括

　　　　事務所費のうち、445,662円、事務費のうち621,601円、人件費のうち2,010,000円の合計3,077,263円が目的外支出である。

33　議員３３
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　　333,991円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	ホームレスフォーラム会議
	37,380
	東京、大阪合同会議　予算要望

	　
	30,000
	（宿泊費及交通費）

	議員政策会議　５名
	32,176
	ホテル

	シンポジューム
	40,000
	（大阪をどうする日本をどうするシンポジウム）

	教育文化委員会調査視察
	30,000
	東京出張費

	中華街構想懇談
	12,600
	難波地域中華街構想に
関する意見交換　中華総合関連

	
	40,000
	

	地元関係対策
	22,400
	飲食店

	タクシー及駐車料　他
	89,435
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　ホームレスフォーラム会議はホームレス対策に対する会議に参加し、自立支援のために関係各省を回ったもので、宿泊費等5万円のうち3万円を計上している点については疑問の余地もあるが、全体として適正な支出と認められる。

　　　ﾛ.　議員政策会議32,176円は○○議員連盟の議員5名が飲食したもので、その明細をみるともっぱら飲食を目的としたものと思われ、目的外支出である。

　　　ﾊ.　シンポジューム40,000円は国際会議場で講演後パーティーが開催されたもので金額が高額であり、講演及びパーティー代としては合計１万円が適正であり、その余は目的外支出である。

　　　ﾆ.　教育文化委員会調査は日比谷の養護学校、文科省を訪れたもので、適正な支出と認められる。

　　　ﾎ.　中華街構想に付する意見交換の12,600円は会場費とコーヒー代で適切な支出と認められるが、4万円は二次会の費用であり、目的外支出である。

　　　ﾍ.　地元関係対策22,400円は3名が参加しているが、領収証をみると生ビール6個、酒その他5個、料理5,250円×3となっていて駐車問題について意見交換したとしても、主に飲食を目的とするものと認められ、全額目的外支出である。

　　　ﾄ.　タクシー代及び駐車料ほか89,435円は全額詳細不明であるが、本件監査基準により120,000円の範囲内であるので、適正と認める。

(2) 広報費  444,749円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	　　使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費等
	444,749
	


ウ　調査結果

　　　　府議会便り及び自らの広報紙等に関する支払いであり、全額適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費  1,278,503円

　ア　請求人の主張

　　　日常議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料（光熱水費込み）
	1,200,000
	　

	茶葉、コーヒー、電話他雑費　１０件
	78,503
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　事務所は光熱水費込みで月額20万円で賃借しており、1/2の按分は適正な支出と認められる。

　　　ﾛ.　茶葉等詳細は不明であるが、金額に照らし、不相当とはいえない。

　(4)　事務費  570,121円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務用品、事務機器（コピー）等
	570,121
	　


ウ　調査結果

　　　　通信費、事務用品ともに1/2に按分されており、適正な支出と認められる。

(5) 人件費  1,514,327円　　

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動）１名分
	1,461,700
	　

	労災保険
	40,000
	　

	電話代（項目ちがい）
	12,627
	　


ウ　調査結果

　　　　事務員は2名おり、後援会は男性が一手に引き受けており、女性が政務調査活動専門とのことであるが、交通費込みで年間1,461,700円、労災保険82,620円の支払いを示すものがない。平成17年度源泉徴収票によると、支払額は995,400円となっており、その限度では適正な支出と認められる。これを超える548,920円は目的外支出である。電話代12,627円はその支払いを示すものがない。

　(6)　小括

　　　調査研究費のうち124,576円、人件費のうち561,547円の合計686,123円が目的外支出である。

　平成１７年度

　(1)　調査研究費  1,061,180円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	海外行政調査
	520,000
	アメリカ・サンアトニオ行政視察（Ｈ１７／６／１１～６／１７）

	東京ホームレス会議
	60,000
	ホームレスフォーラム予算陳情（１泊２日交通費、宿泊代）

	ホームレス対策勉強会
	85,752
	ホームレス現状視察、勉強会
ホームレス対策東京大阪合同会議

	○○クラブ
	15,568
	　

	東京出張旅費
	50,000
	環境問題調査陳情

	上海視察出張費
	50,000
	上海市内及施設視察（建設部品製造組合関係）

	○○区議員団会費（Ｈ１７．１～Ｈ１７．１２）
	120,000
	○○区内市府会議員団による地域対策に関する費用

	タクシー代他
	　159,860
	１１ヶ月分


ウ　調査結果

　　　ｲ.　アメリカ・サンアントニオ行政視察は、自由民主党大阪府議会議員団による水都大阪に関する行政調査旅費であり、適正な支出である。

　　　ﾛ.　ホームレスフォーラム予算陳情は、表現が適切ではないが、ホームレス議員連盟の会長として、ホームレス対策、ホームレスをなくす運動のため、厚労省、国交省を訪問したもので、適正な支出と認められる。

　　　ﾊ.　ホームレス対策勉強会は、合同会議後、山谷地区等を視察したもので、適正な支出である。

　　　ﾆ.　○○倶楽部は異業種交流の研修会費用であり、適正な支出と認められる。

　　　ﾎ.　環境問題調査陳情についての東京出張旅費は、アスベスト問題につき環境省を訪問し、横浜の工場跡地を視察したもので、適正な支出と認められる。

　　　ﾍ.　上海視察出張費は、地元の建設部品製造組合関係者と一緒に友好都市である上海を訪問し、副市長と会見し、工場視察したもので1/2の計上であり、適正な支出である。

　　　ﾄ.　○○区議員団会費は、○○区長を事務局長とする超党派の○○区を考える集いの月1万円の割合による会費であり、調査研究に当たるか疑問はあるが、不適正とまでは言えない。

　　　ﾁ.　タクシー代他159,860円は本件基準により12万円の限度で適正であり、これを超える39,860円は目的外支出である。

　(2)　広報費  241,382円

　ア　　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	機関紙折込代
	143,472
	府政ニュース折込代

	レタックス
	97,910
	　


ウ　調査結果

1. 府政ニュース折込代は適正な支出と認められる。

2. レタックス97,910円は詳細不明であり慶弔用と思われ、全額目的外支出である。

　(3)　事務所費  1,424,362円

ア　請求人の主張

　　日常議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	1,200,000
	　

	電話料金
	141,816
	　

	車両修理代その他２件
	82,546
	　


ウ　調査結果

ｲ．　賃貸料は平成１６年度と同様適正な支出と認められる。

ﾛ.   電話料金も1/2の按分であり、適正な支出と認められる。

ﾊ．　車両修理代その他2件82,546円は本件基準により目的外支出である。

　(4)　事務費  330,604円

ア　請求人の主張

　　日常議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費（切手、郵便代）
	182,844
	　

	事務用品、コピー代１２ヶ月分
	147,760
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　通信費は1/2に按分されており、適正な支出と認められる。

　　　ﾛ.　事務用品、コピー代12カ月分は按分もなく、本件基準により12万円の限度で適正な支出であり、27,760円は目的外支出である。

　(5)　人件費  1,401,740円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動）　１人分
	1,296,740
	　

	雇用保険
	105,000
	　


ウ　調査結果　　

　　　ｲ.　事務員の人件費1,296,740円については、源泉徴収票が提出されている995,400円は適正な支出であるが、その余の301,340円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　雇用保険105,000円は領収書があり、適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　調査研究費のうち39,860円、広報費のうち97,910円、事務所費のうち82,546円、事務費のうち27,760円、人件費のうち301,340円の合計549,416円は目的外支出である。

34　議員３４

　平成１６年度

　(1)　調査研究費　2,640,000円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査委託費
	2,640,000
	府の事務及び行財政に関する調査委託


ウ　調査結果

　　　　調査委託の実質は議員団事務局職員の人件費であり、会派との委託契約書、会派からの業務報告書もなく、本件監査基準により1/2を超える1,320,000円は目的外支出である。

　(2)　広報費　52,080円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費
	52,080
	広報紙印刷代


ウ　調査結果

　　　　府政レポートの発行経費であり、適正な支出と認める。

　(3)　事務所費　1,618,689円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	1,443,600
	

	光熱水費
	175,089
	


ウ　調査結果

　ｲ.　事務所は賃料月額90,000円、駐車場を3台分1台10,000円で賃借しており、契約書もある。駐車場は3台とも来客用と認められるので、いずれも適正な支出と認められる。

　ﾛ.　光熱水費も適切な支出と認められる。

　(4)　事務費　550,098円

ア　請求人の主張

　　　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費等
	550,098
	


ウ　調査結果

　　　　いずれも適正な支出と認める。

　(5)　人件費　960,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員給料（政務調査活動）
	960,000
	


ウ　調査結果

　　　　1ヶ月80,000円で雇用しており、賃金台帳も作成されているので適切な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　調査研究費のうち1,320,000円が目的外支出である。

　平成１７年度

　(1)　調査研究費　2,640,000円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査委託費
	2,640,000
	府の事務及び行財政に関する調査委託


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様の理由により1/2を超える1,320,000円は目的外支出である。

　(2)　広報費　0円
	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	
	0
	


　(3)　事務所費　1,628,268円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料等
	1,618,238
	

	大掃除ごみ処理料
	10,030
	


ウ　調査結果

　　　ｲ.　大掃除ごみ処理料10,030円が使途基準に定める事務所の管理に関する通常の経費に当るか疑問はあるが、関連性がないともいえず、一応適正な支出と認める。

　　　ﾛ.　その他の支出は適正と認める。

　(4)　事務費　563,545円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費等
	563,545
	


ウ　調査結果

　　　　いずれも適正な支出と認められる。

　(5)　人件費　960,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員給料（政務調査活動）
	960,000
	


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様適正な支出と認める。

　(6)　小括

　　　調査研究費のうち1,320,000円が目的外支出である。

35　議員３５
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　535,770円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管内管外調査旅費
	535,770
	タクシー代、駐車場代　他


ウ　調査結果

　　　　支出は全てタクシー代、駐車場代、高速料及び高速回数券であり、詳細不明であるので、本件監査基準により12万円を超える415,770円が目的外支出である。

　(2)　広報費  956,004円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報経費等
	939,624
	

	名刺代
	16,380
	


ウ　調査結果

ｲ.　広報経費等は適正な支出と認められる。

　　　ﾛ.　名刺代16,380円は本件基準により目的外支出である。

　(3)　事務所費  176,400円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	駐車場代（１２ヶ月）
	176,400
	　


ウ　調査結果

　　　　1台分（月額14,700円）であるが、来客兼用であり、1/2を超える88,200円は目的外支出である。

　(4)　事務費  1,532,600円

　ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費等
	1,052,059
	　

	消耗品代　他
	108,267
	　

	事務用品代　他
	35,452
	　

	コピー機他リース代金
	336,822
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　通信費等は、適正な支出と認められる。

　　　ﾛ.　消耗品代他、事務用品代他が帳簿のどれに該当するのか明らかではないが、1/3に按分された金額が計上されているとすれば、この合計143,719円のうち自動車保険料104,410円が目的外支出となる。

　　　ﾊ.　コピー機他リース代金は按分されておらず、1/2を超える168,411円は目的外支出である。

　(5)　人件費  2,760,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　イ　使途内容
	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動）
	1,800,000
	　

	　　〃　（政務調査活動、後援会活動）
	960,000
	　


ウ　調査結果

　　　　事務員のうち1名は政務調査専従で月額15万円、1名は兼務しているが、政務調査費から月額8万円、後援会から月額5万円～7万円の支払いを受けており、領収証が提出され、政資金収支報告書にも後援会からの支払分が記載されているので、いずれも適正な支出であると認められる。

　(6)　小括

　　　調査研究費のうち415,770円、広報費のうち16,380円、事務所費のうち88,200円、事務費のうち272,821円の合計793,171円が目的外支出である。

　平成１７年度

　(1)　調査研究費  767,801円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管内管外調査旅費
	767,801
	タクシー代、駐車場代　他


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様本件基準により12万円を超える647,801円が目的外支出である。　

　(2)　広報費  880,110円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報経費等
	870,660
	

	名刺代
	9,450
	


ウ　調査結果

　　　　広報経費等870,660円は適正な支出である。名刺代9,450円は目的外支出である。

　(3)　事務所費  176,400円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	駐車場代（１２ヶ月）
	176,400
	　


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様1/2を超える88,200円は目的外支出である。

　(4)　事務費  1,449,439円

ア　請求人の主張

　　　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費等
	1,349,539
	　

	自動車保険
	99,900
	　


ウ　調査結果

　　　　いずれも按分されており、按分比が不合理とまでは言えないが、自動車保険料99,900円の限度で目的外支出である。

　(5)　人件費  2,760,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動）
	1,800,000
	　

	　　〃　（政務調査活動、後援会活動）
	960,000
	　


ウ　調査結果　　

　　　　平成16年度と同様に適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　調査研究費のうち647,801円、広報費のうち9,450円、事務所費のうち88,200円、事務費のうち99,900円の合計845,351円が目的外支出である。

36　議員３６
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　225,000円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査研究費
	127,752
	交通費

	欧州視察
	97,576
	


ウ　調査結果

　　　　調査研究費(交通費)は、いつ、どこへ、何の調査研究のために行った際の交通費か特定できないため、本件監査基準に照らして年間12万円の限度で支出を認め、これを超える7,752円は目的外支出と認める。欧州視察は、民主党議員団として、高齢者支援、子育て支援等のテーマで欧州視察したもので、相当な支出と認められる。

　　　　なお、調査書によれば調査研究費として225,328円を支出しており、収支報告書のそれを328円上回る支出をしていることから、これを控除した7,424円が目的外支出である。　

　(2)　広報費　296,650円

ア　請求人の主張

　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	ホームページ立上費用
	72,000
	

	府政レポート
	63,000
	作成費用

	府政レポート
	31,500
	チラシ作成費

	府政報告
	18,375
	増し刷り分


ウ　調査結果

　　　　ホームページは広報として相当と考えられる。 広報誌として、府政レポート(A3版、折り畳んでA4版4頁)を発行しており、手配りで配布。チラシはA4版1枚もの。いずれも領収書があり按分もなされており、適正な支出と認められる。府政報告の増し刷り分費用も適正であると認められる。

        なお、広報費合計として296,650円と記載されているところ、上記明細合計184,875円を超える111,775円については、支出の明細が明らかでないため目的外支出と認められる。

　(3)　事務所費　1,620,000円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃料
	900,000
	

	ガソリン等
	282,166
	

	車リース
	189,223
	

	諸雑費
	215,105
	


ウ　調査結果

　　　　事務所は○○株式会社からの賃借である。議員は当該会社から顧問料を取得しており、本件事務所の賃料及び後述する事務員の人件費等はこの顧問料から相殺により支払われており、政務調査費からの支出ではない。よって、賃料90万円は目的外支出と認められる。ガソリン等は、本件監査基準に照らし1/4の限度で適正と認め、これを超える、211,624円は目的外支出と認める。車リースは本件監査基準に照らし1/2を超える94,612円を目的外支出と認める。諸雑費は詳細が不明のため、本件監査基準に照らし、年間12万円の限度で支出を認め、これを超える95,105円を目的外支出と認める。

　(4)　事務費　973,603円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務用品
	220,387
	

	通信費
	174,432
	


ウ　調査結果

　　　　事務用品のうち、コンピュータリース10,584円及び複写機リース(リコーリース)136,836円は相当な支出と認められる。その余の72,967円は雑多な用で個々的に政務調査との関連を特定することは困難なため、本件監査基準に照らし年間12万円の限度で適正な支出と認められることから、72,967円全額を適正な支出と認める。通信費は電話代、インターネット料金等であるが、按分されており、全額適正な支出と認められる。

　(5)　人件費　2,476,800円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	秘書・事務
	1,795,500
	　

	臨時秘書・車両運転及び管理
	680,000
	


ウ　調査結果

　　秘書・事務の事務員は、事務所費のところで前述したように、その給与は議員が同会社から受け取る顧問料から相殺により支払われている。よって、政務調査費から支出されておらず、全額目的外支出と認められる。臨時秘書・車両運転及び管理の者の仕事は、主に運転手であるが、政務調査の補助をすることがあることを考慮して、1/2を超える340,000円を目的外支出と認める。

　(6)　小括

　　　 議員が本件監査に当たって提出した調査書の事務所費、事務費、人件費の各費目中の記載金額が収支報告書の当該費目の記載金額をそれぞれ33,506円、578,784円、1,300円下回っており、その差額合計613,590円は、議員自ら返還を申し出たものと解される。さらに、提出された調査書の調査研究費のうち、7,424円、広報費のうち、111,775円、事務所費のうち、1,301,341円、人件費のうち、2,135,500円の合計3,556,040円が目的外支出であるから、前述の議員自ら返還を申し出た613,590円との合算額4,169,630円が最終的な目的外支出である。

　平成１7年度

　(1)　調査研究費　245,720円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査研究費
	154,470
	交通費他

	視察交通費
	8,850
	倉敷市 景観条例


ウ　調査結果

　　　　調査研究費(交通費他)は、いつ、どこへ、何の調査研究のために行った際の交通費か特定できないため、本件監査基準に照らして年間12万円の限度で支出を認め、これを超える34,470円は目的外支出と認める。視察交通費は、倉敷市へ景観条例実施状況を視察のため出かけた際の交通費で、府政の街づくりに役立てるためのものとのことで、適正支出と認められた。

　(2)　広報費　303,650円

ア　請求人の主張

　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	府政レポート作成費用
	63,000
	

	ホームページ更新費用
	52,500
	

	府政レポート作成費用
	63,000
	

	府政報告
	30,000
	増し刷り分

	レポ―トチラシ作成費用
	52,500
	


ウ　調査結果

　　　　前年度と同様の広報活動を行っており、すべて適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費　1,560,000円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃料
	900,000
	

	ガソリン等
	334,760
	

	車リース
	189,223
	

	諸雑費
	242,621
	


ウ　調査結果

　　　　上記使途内容は1,666,604円であるが、収支報告書には1,560,000円を計上している。

　事務所賃料90万円は、前年度のところで述べた理由と同じ理由により、全額目的外支出と認められる。ガソリン等は、本件監査基準に照らし1/4の限度で適正と認め、これを超える、251,070円は目的外支出と認める。車リースは本件監査基準に照らし1/2を超える94,612円を目的外支出と認める。諸雑費は詳細が不明のため、本件監査基準に照らし、年間12万円の限度で支出を認め、これを超える122,621円を目的外支出と認める。目的外支出は1,368,303円であるが、1,666,604円と1,560,000円の差額106,604円を控除し、1,261,699円を目的外支出とする。

　(4)　事務費　587,205円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務用品等
	132,664
	

	通信費
	222,569
	


ウ　調査結果

　　　　事務用品のうち、雑多な費用で個々的に政務調査との関連を特定することは困難なため、本件監査基準に照らし年間12万円の限度で適正な支出と認め、これを超える12,664円を目的外支出と認める。通信費は電話代、インターネット料金等であるが、按分されており、全額適正な支出と認められる。

　(5)　人件費　2,754,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	秘書・事務
	1,680,000
	　

	アルバイト24人
	108,000
	

	臨時秘書・車両運転及び管理
	680,000
	

	職員夜食
	10,000
	


ウ　調査結果

　　秘書・事務の事務員は、前年度で述べた理由と同じ理由により全額目的外支出と認める。アルバイト24人の費用について、政務調査に必要な費用である旨の説明がなく目的外支出と認められる。臨時秘書・車両運転及び管理の者の費用については、前年度と同様の理由により、1/2を超える340,000円を目的外支出と認める。職員については費用が定額であることから適正な支出と認める。

　(6)　小括

　　　 議員が本件監査に当たって提出した調査書の調査研究費、広報費、事務費、人件費の各費目の記載金額が収支報告書の当該費目の記載金額をそれぞれ82,400円、42,650円、231,972円、276,000円下回っており、その差額合計633,022円は、議員自ら返還を申し出たものと解される。さらに、提出された調査書の調査研究費のうち、34,470円、事務所費のうち、1,261,699円、事務費のうち、12,664円、人件費のうち、2,128,000円の合計3,436,833円が目的外支出であるから、前述の議員自ら返還を申し出た633,022円との合算額4,069,855円が最終的な目的外支出である。

37　議員３７
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　606,790円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出　　　　　　　を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査研究委託料等
	606,790
	


ウ　調査結果

いずれも適正な支出と認められる。

　(2)　広報費　1,860,300円

ア　請求人の主張

　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報経費等
	1,860,300
	


ウ　調査結果

いずれも適正な支出であると認められる。

　(3)　事務所費　779,531円

ア　請求人の主張

　　自宅兼用と考えられる事務所への支出は違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務所借用料（４月～１２月）
	450,000
	

	事務所来客用駐車場借用料（４月～９月）
	54,000
	

	光熱水費（Ｈ１６．４～Ｈ１７．３）
	98,531
	　


ウ　調査結果

1. 議員は平成１６年１２月まで○○が１ヵ月196,000円で賃借していたビルの1,2F約40坪のうち1F20坪を使用し、後援会事務所と共同使用していた。○○との間に賃貸借契約書は作成されておらず、１Fの借用料として、合計10万円を後援会と折半し、政務調査事務所分５万円を毎月支払っていたとするが、振込書等毎月支払われていたことを示す資料はない。事務所の維持運営に要する費用としては光熱水費を負担しており、このような借用料の支払い450,000円は目的外支出である。

ﾛ．　来客用駐車場として○○が１ヵ月34,600円で賃借していた駐車場を共同で使用し、約1/4に当たる9,000円を負担していた。

　　　　　この駐車場は事務所移転に伴い、平成16年12月末で明け渡し、収支報告書は4月から9月までの6ヶ月分54,000円のみ計上しているが、契約書もなく、毎月の支払実態も客観的に証明されず、目的外支出である。

　　　ﾊ．　光熱水費は、毎月末に1万円宛○○に仮払いし、3月末に1/2の割合により同社と精算し、残金は返還を受けていた。平成16年度は1/2に当たる98,531円を負担しており、その支払いが不適正であるとはいえない。

　　　ﾆ．　当初収支報告書に事務所賃借料として4月から3月までの建物賃料60万円及び4月から12月までの駐車場負担金81,000円と光熱水費を合わせて779,531円を計上していたが、平成19年4月6日後記のとおり減額訂正した。

　(4)　事務費　629,911円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費（電話、ファックス料、１２ヶ月）等
	629,911
	　


ウ　調査結果

　　　　通信費70,391円は政務調査事務所専用回線の電話、FAX料である。事務用品のうち、デジタルカメラ、カラーレーザープリンターについてはいずれも後援会と1/2に按分しており、適正である。その他の事務用品の内容にも不適正な支出は認められない。

　(5)　人件費　623,600円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員　（政務調査活動・後援会活動）
	623,600
	　


ウ　調査結果

　　　　すべて不適切とはいえない。

　(6)　小括

　　　事務所を平成17年1月から議員が建てたビルに移転し、平成17年1月から3月まで従前と同様の使用料15万円と10月から12月までの駐車場代27,000円を平成16年度収支報告書に計上していたが、平成19年4月6日この合計177,000円を事務所費から減額訂正し、大阪府に返還した。しかしながら、現在も事務所費で計上している602,531円のうち光熱水費98,531円を除く504,000円は目的外支出である。

　平成１７年度

　(1)　調査研究費　632,920円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出　　　　　　　を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査研究委託料等
	632,920
	


ウ　調査結果

　　　　調査研究委託料は平成16年度同様適正妥当な支出であり、その他も調査に伴う交通費等としていずれも適正妥当な支出であると認められる。

　(2)　広報費　2,608,799円

ア　請求人の主張

　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報経費等
	2,608,799
	


ウ　調査結果

　　　　ホームページ製作管理費、活動報告書印刷、発送、配布に伴う費用であり、活動報告書については按分も不適正ではなく、全て適正妥当な支出と認められた。

　(3)　事務所費　832,912円

ア　請求人の主張

自宅兼用と考えられる事務所への支出は違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	光熱水費（Ｈ１７．４～Ｈ１８．３）等
	124,912
	　


ウ　調査結果

　　　　平成17年度も当初収支報告書には、事務所借用料として月額5万円及び駐車場使用量として月額9,000円合計708,000円と光熱水費を含め832,912円を計上していたが、平成19年3月26日平成17年度収支報告書の事務所費から708,000円全額を減額訂正した。

　　　　光熱水費124,912円の支払と精算方法は平成16年度と同様であり、事務所の維持運営に要する費用として適正な支出と認められた。

　(4)　事務費　349,119円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費（電話、ファックス料、１２ヶ月）等
	349,119
	　


ウ　調査結果

　　　　いずれも適正妥当な支出と認められた。

　(5)　人件費　636,025円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員　（政務調査活動・後援会活動）
	636,025
	３人の雇用の内の１人を政務調査活動費で支給


ウ　調査結果　　

　　　　3名雇用のうち、平成16年度と同じ1名分が計上されており、時給が850円に上がっているが、勤務及び支払実態があり、適性妥当な支出と認められた。

　(6)　小括

　　　事務所費の減額訂正により、現在、目的外支出は認められない。

38　議員３８

　平成１６年度

　(1)　調査研究費　　

ア　使途内容　0円 

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	　
	0
	　


　(2)　広報費  821,700円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査状況報告書　５／２９
	23,100
	ミニ通信等印刷代

	調査状況報告書　１１／１０
	11,000
	報告書　印刷代

	調査状況報告書　１１／１６
	520,000
	通信ハガキ代

	調査状況報告書　１２／２４
	40,800
	　　〃　印刷代

	調査状況報告書　２／１８
	226,800
	ミニ通信・印刷代


ウ　調査結果

　　　　広報活動としてハガキに記載するミニ通信とA3１頁ものを発行しており、A3

１頁ものについては後援会と1/2に按分している。全て適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費  2,083,372円

ア　請求人の主張

　　目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	1,943,400
	　

	光熱水費　
	139,972
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　賃料1ヵ月287,000円、共益費21,500円、消費税15,400円の323,900円で賃借して、後援会と1/2で按分しており、適正な支出を認められる。

　　　ﾛ.　光熱水費も1/2で按分しており、適正な支出と認められる。

　(4)　事務費  968,148円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費（電話代・ファックス代１２ヶ月分）　
	123,183
	　

	コピー代
	27,661
	　

	リース料（電話機１２ヶ月分）
	44,100
	　

	リース料（コピー機５ヶ月分）
	70,700
	　

	リース料（パソコン２ヶ月分）
	27,930
	　

	リース料（パソコン）
	33,600
	　

	リース料（コピー機）
	26,250
	　

	郵券　１２件
	486,000
	　

	事務用品（パソコン、コピー諸費　記録用フロッピー等）
	101,640
	　

	プロバイダー料
	27,084
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　通信費からリース料まで後援会と1/2に按分されており、適正な支出と認められる。

　　　ﾛ.　郵券以下は政務調査に関するものと認められ、適正な支出と認められる。

　(5)　人件費  1,440,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動・後援会活動）
	1,440,000
	　


ウ　調査結果

　　　　事務員1名を雇用し、月額25万円を支払っているが、政務調査活動分として１2万円、後援会活動含として13万円に分けており、各別の領収証があり、適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　目的外支出は認められなかった。

　平成１７年度

　(1)　調査研究費    0円

ア　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	　
	0
	　


　(2)　広報費  756,326円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査状況報告書　１１／１５
	500,000
	通信ハガキ代

	調査状況報告書　１２／２８
	37,590
	　　〃　　印刷代

	調査状況報告書　１／２３
	218,736
	ミニ通信、印刷代


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様に支出・按分されており、適正な支出と認められる。

　

　(3)　事務所費  2,090,104円

ア　請求人の主張

　　目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	1,943,400
	　

	光熱水費　
	146,704
	　


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様に按分されており、適正な支出と認められる。　　

　(4)　事務費  1,055,086円

ア　請求人の主張

使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費（電話代・ファックス代１２ヶ月分）　
	135,391
	　

	パソコン代（記録用）
	150,000
	　

	リース料（電話機１２ヶ月分）
	44,100
	　

	郵券１３件
	524,600
	　

	リース料（パソコン）
	16,800
	　

	リース料（コピー機）
	13,175
	　

	コピー代
	28,976
	　

	事務用品（パソコン、コピー諸費　記録用フロッピー等）
	114,960
	　

	プロバイダー料
	27,084
	　


　

ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様に按分されており、適切な支出と認められる。

　(5)　人件費  1,590,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動・後援会活動）
	1,440,000
	　

	臨時（資料多数のため）
	150,000
	　


ウ　調査結果　　

1. 事務員1名については平成16年度と同様に適正な支出と認められる。

2. 臨時のアルバイトについては、資料多数のため5ヶ月間働いてもらったもので、領収証もあり、適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　目的外支出は認められなかった。

39　議員３９

　平成１６年度

　(1)　調査研究費　2,640,000円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査委託料(年間)
	2,640,000
	


ウ　調査結果

　　　　本件監査基準に照らし、1/2を超える1,320,000円を目的外支出と認める。

　(2)　広報費　1,145,363円

ア　請求人の主張

　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報誌発行経費(めがほんニュース)
	729,725
	

	広報誌発行経費(府政報告ビラ)
	307,440
	

	会場費
	4,300
	

	その他
	1,420
	

	会場費
	2,270
	

	送料
	97,808
	

	報告書等印刷費
	2,400
	


ウ　調査結果

　　　　広報誌として、毎月1回「めがほんニュース」、B4両面印刷、1万6千～7千部を発行しており、配布は市議を通じて駅等で手渡したり、戸別配布している。その他に、年2回市議と協力して、府市政報告会を開催している。支出はすべて適正と認められる。

　(3)　事務所費　480,000円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	480,000
	                       


ウ　調査結果

　　　　事務所は賃貸で、後援会事務所は兼ねていない。契約書、領収書があり、すべて適正な支出と認められた。

　(4)　事務費　456,853円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	タクシー代等(年間)
	159,510
	

	通信費(年間)
	28,648   
	

	通信費(電話代)(年間)
	73,788
	

	その他(府営住宅申込書)
	4,287
	

	通信費(冊子送料)
	56,940
	

	消耗品費
	20,341
	

	事務機器代(パソコン等)
	63,599
	

	事務用品
	49,740
	


ウ　調査結果

　　　　タクシー代等は本件基準により120,000円を超える39,510円は目的外支出である。

　　その他(府営住宅申込書)は、申込書を取り寄せ事務所に備置き、支持者の便宜に供するもので、支持者へのサービスであって、政務調査とは関係のない支出である。その他の支出はすべて適正である。

　(5)　人件費　1,020,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員雇用経費
	1,020,000
	　


ウ　調査結果

　　事務員1人の給与である。適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　 調査研究費のうち、1,320,000円、事務費のうち、43,797円の合計1,363,797円が目的外支出である。

　平成１7年度

　(1)　調査研究費　2,640,000円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査委託料(年間)
	2,640,000
	


ウ　調査結果

　　　　本件監査基準に照らし、1/2を超える1,320,000円を目的外支出と認める。

　(2)　広報費　1,401,271円

ア　請求人の主張

　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報誌発行経費(めがほんニュース)
	956,574
	

	交通費(タクシー代)
	6,650
	

	カラーコピー代
	250
	

	送料(はがき代)
	8,000
	

	会場費
	9,304
	

	送料(府政報告会案内状)
	205,730
	

	報告書等印刷費
	214,763
	


ウ　調査結果

　　　　前年度と同様の広報活動を行っており、すべて適正な支出と認められた。

　(3)　事務所費　480,000円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	480,000
	                       


ウ　調査結果

　　　　前年度と同様、適正な支出であると認められる。

　(4)　事務費　387,555円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	タクシー代等(年間)
	112,630
	

	通信費(年間)
	62,894   
	

	通信費(電話代)(年間)
	30,340
	

	その他(府営住宅申込書)
	3,367
	

	通信費(冊子送料)
	60,720
	

	消耗品費
	13,725
	

	事務用品
	103,879
	


ウ　調査結果

　　　　その他(府営住宅申込書)は、政務調査とは関係なく、3,367円は目的外支出と認められる。その他はすべて適正な支出と認められる。

　(5)　人件費　1,020,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員雇用経費
	1,020,000
	　


ウ　調査結果

　　前年度と変化なく、適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　 調査研究費のうち、1,320,000円、事務費のうち、3,367円の合計1,323,367円が目的外支出である。

